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令和７年度予算 概算決定

資料１



＜事業イ メ ー ジ＞＜事業の内容＞
１．調査・技術開発・実証 1,765（1,765）百万円
有明海・⼋代海等総合調査評価委員会の「再⽣⽅策」に基づき、有明海沿岸4県
が協調して、⼆枚⾙類等の資源回復や漁場改善等の各種調査等を実施します。
① 特産⿂介藻類の⽣息環境等の調査や実証
② ⿂介藻類の増養殖技術の開発
③ 各地先に適合したアサリ等の技術開発等
④ ⼆枚⾙類の餌料環境改善に向けた漁場整備実証＜公共＞

２．有明海再⽣加速化対策交付⾦（新規） 1,000（－）百万円
漁場環境改善や経営改善、新技術導⼊といった漁業者の取組を後押しする有明海
再⽣加速化対策交付⾦により、開⾨によらない再⽣の加速化に向けた⽀援をします。
（令和７年度からの10年間（加速化対策期間）で総額100億円）

（関連事業）
⽔産基盤整備事業（⽔産環境整備事業）＜公共＞
養殖業成⻑産業化推進事業

＜対策のポイント＞
有明海の再⽣に向けた特産⿂介藻類の調査や増養殖技術の開発、漁場改善対策の実証を沿岸４県が協調して推進します。
さらに、令和７年度からの10年間を加速化対策期間とする有明海再⽣加速化対策交付⾦を創設し、調査や技術開発等の成果を活⽤し、気候変動に

よって影響が顕在化しつつある災害リスクなどにも対応しながら、漁業者による漁場環境改善や経営改善の取組等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
有明海におけるアサリの⺟⾙量確保（400トン［令和８年度まで］）等

有明海再⽣対策 令和７年度予算概算決定額 １︓1,765（1,765）百万円
２︓1,000（ － ）百万円

＜事業の流れ＞

国
⺠間団体等

地⽅公共団体定額等

浮遊幼⽣の調査 等 ⼆枚⾙類の種苗⽣産技術や
藻類の養殖技術の開発 等

⽣息環境等調査 技術開発

実証

１．調査・技術開発・実証

２．有明海再⽣加速化対策交付⾦
漁場環境改善や⽔産資源の確保の加速化⽀援

共同利⽤施設等の整備、特産⿂介類の販路開拓 等
漁業者の経営改善・発展⽀援
⼆枚⾙類の採苗・移植、⾷害防⽌対策、早期復旧対応、カキ礁・藻場造成 等

［お問い合わせ先］（１①、２）農村振興局農地資源課（03-6744-1709）
（１②） ⽔産庁栽培養殖課 （03-6744-2385）
（１③） 研究指導課 （03-6744-2031）
（１④） 事業課 （03-6744-7136）

⼆枚⾙類の採苗・育成や⾷害等対策の実証 等
成果の活⽤

新技術等の新たな挑戦⽀援
省⼒化技術、IoTシステムの導⼊、陸上養殖施設等の新技術導⼊ 等

⼆枚⾙類の浮遊幼⽣ネットワークによる再⽣産サイクルの形成
に向けた4県協調の各種調査等を推進。

浮遊幼⽣ネットワーク



有明海再生加速化対策交付金について

資料２



１．加速化対策の基本的な考え方
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○ これまでの有明海再⽣の取組において得られた知⾒、各県・各漁業団体が構築した４県
協調ネットワークを最⼤限活⽤しつつ、⼤規模・集中的に資本を投⼊し再⽣を加速。

○ ⻑期的な海域環境等の変化にも適応した⽔産業を確⽴する必要性があることに留意し、
予測外の事態が起こり得ることを前提に、モニタリングを⾏いながら、その結果に基づき
対応を変化させる順応的な⽅法により、関係者と協働し総合的に取組を進めていく。

１－１ 基本的な考え⽅

有明海再⽣に向けた取組の基本的な考え⽅

〔 有明海の特徴 〕

⻑期的な環境変化

〔 有明海再⽣の取組の経緯 〕
有明海･⼋代海等総合調査評価委員会（環境省）
○ 再⽣の状況を評価。再⽣⽬標・⽅策を検討

再⽣⽬標（H29委員会報告）
① 希有な⽣態系、⽣物多様性及び⽣物浄化機能の

保全、回復
② ⼆枚⾙類の⽣息環境の保全・回復と持続的な
⽔産資源の確保

○ ⼆枚⾙類の再⽣⽅策、取組の進め⽅
・ 海域間の相互関係を把握したうえで、海域の

状況に応じ、浮遊幼⽣、着底稚⾙を増やし、
着底後の⽣残率を増やす

・ ⾃然現象の不確実性、有明海域の⾮定常性
を踏まえ、モニタリングを⾏いながら、
「順応的」に対応を進める
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１－２ １０年後に⽬指すべき姿

Ⅰ ⼆枚⾙類の⽣産性の回復による海域環境の改善
・ 植物プランクトンの増殖抑制等の重要な⽣態系機能を担う、⼆枚⾙類の⽣産性の回復を通じて、海域環境の改善

を図るとともに、適切に資源を管理する。

Ⅱ 多種多様な⽔産資源の持続的・安定的確保
・ 有明海はノリの国内主要⽣産地であり、⼆枚⾙類、クルマエビ、ガザミ、エツ等の⽔産資源の⽣産地でもある。

海域環境改善の取組の進捗に応じて、⻑期的な環境の変化が⽔産業に与える影響に対する緩和策・適応策、突発
的な災害に対する事前対策・事後対策、資源管理等により、多種多様な⽔産資源の持続的・安定的な⽣産を図る。

Ⅲ 持続的な漁業経営モデルの確⽴・普及
・ 次世代を担う漁業者等が将来にわたって安定的な⽣活を確保できる所得が得られるよう、漁業環境の変動に柔軟

に対応しつつ、収益性の確保と資源管理を両⽴、漁業経営モデルケースを実践・確⽴し、その普及により漁業経
営の安定を図る。

有明海を取り巻く社会経済情勢等も⼤きく変化しており、また、気候変動に伴う気温や
⽔温の上昇、豪⾬やそれに伴う⼤規模出⽔等による影響も顕在化している状況を踏まえつ
つ、おおむね10年後に⽬指すべき姿を定めた。

アサリ タイラギ

カキ サルボウ

（有明海湾奥部におけるカキ礁面積の推移）

546万m2

161万m2

1977年 2007年

1977年から2007年に

約70％（▲385万m2）
減少したと言われています。

（網袋の取組） （移植放流作業）

令和６年９月４日
有明海漁場環境改善連絡協議会資料１より転載
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１－３ ⽬指すべき姿を実現するための取組内容

○ 有明海の現状と課題を踏まえて設定した、おおむね10年後の⽬指すべき姿を実現するための具体的
な取組メニューについて、これまでの有明海再⽣の取組の知⾒、関係者の意⾒等を踏まえて整理した。

○ ⼆枚⾙の減少や
海域環境の悪化

○ 多種多様な⽔産
資源の減少（漁
獲量の減少）

○ 漁業者の⾼齢
化・減少

現状・課題

①⼆枚⾙の⽣産性の回復
による海域環境の改善

②多種多様な⽔産資源の
持続的・安定的確保

③持続的な漁業経営モデ
ルの確⽴・普及

⽬指すべき姿取組の整理

「漁場環境改善や⽔産資源確保の加速化のための取組」を整理

○ 漁業所得の確保に向けた、漁業⽣産の省⼒化や⾼付加価値化、⽔産業の効率
化等の取組が重要

「漁業者の経営改善のための取組」「新技術導⼊等による新たな挑戦
のための取組」を整理

○ ⼆枚⾙類を減少から増加に転換させ、漁場環境改善に繋がる好循環を
⽣み出すための取組が重要

第33回有明海・八代海等総合調査評価委員会の資料と相馬（2006）を参考に整理

令和６年９月４日
有明海漁場環境改善連絡協議会資料１より転載
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１－４ 有明海再⽣加速化対策の概要

① 漁場環境改善や⽔産資源回復の加速化のための取組を基礎的な活動とし、その取組に
よる環境や資源の状況に応じて② 漁業者の経営改善のための取組、③ 新技術導⼊等の新
たな挑戦のための取組を実践していく。

① 漁場環境改善や⽔産資源確保の加速化
・ ⼆枚⾙類の⽣態系機能を⽤いた漁場環境改善（⾚潮の抑制、底質の改善、貧酸素⽔塊の軽減等）により、⿂類、

藻類の⽣息環境を改善。更なる⼆枚⾙類の⽣産性が拡⼤する好循環を⽣み出し、⽔産資源確保の取組を加速化
・ 取組に当たっては、⼆枚⾙類の⼤量へい死を招く⼤規模出⽔に機動的に対応するとともに、環境や資源の状況を

モニタリングしながら、その結果に基づき、取組の内容・量を変化させる順応的な⽅法により対応する。

② 漁業者の経営改善
・ 次世代を担う漁業者等が安定的な⽣活が確保されるよう⼗分な所得を得るとともに、新規就業者が就業しやすい

環境をととのえることにより漁村地域の振興を図る。

③ 新技術導⼊等の新たな挑戦
・ ⽣産性の向上、漁業者による漁場環境モニタリング、陸上養殖等の新たな技術の導⼊を図る。

〔取組〕全体事業計画の策定／持続的な漁業経営モデルの検討・普及／種苗⽣産施設等の整備／販路開拓等／
⼈材育成／関係者との協働

〔取組〕省⼒化技術の導⼊／IoTシステム等の導⼊／陸上養殖施設等の新技術導⼊／環境配慮技術等の導⼊

〔取組〕⼆枚⾙類採苗・移植／⾷害防⽌対策／早期復旧対応／きめ細かな漁場環境整備／種苗放流
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２．加速化対策の進め方（案）
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※ 手続等を含む制度の詳細については、今後、関係機
関との調整等の上で決定するため、変更があり得る。



２－１ 進め⽅のイメージ

⽬指すべき姿

適切な資源管理と
所得向上の両⽴

⼆
枚
⾙
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⽣
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及

漁場環境や⽔産資源の状況
に応じた取組の実践

⽔産資源

⼆枚⾙類の⽣産性回復と
環境改善の好循環

① 漁場環境改善や⽔
産資源確保の加速化

採苗器の設置 カキ礁造成 被覆網設置 種苗放流 ⾷害⽣物の駆除等

② 漁業者の経営改善

災害時の対応

漁業経営モデル
の検討・普及

販路開拓等 種苗⽣産施設の
モデル整備

IoTシステム

⽬指すべき姿

稚⾙の移植放流

災害等への対応

経営改善等を含む効果発現のイメージ

環境改善等のみを⾏う場合の効果発現のイメージ
（⼆枚⾙類の⽣産性回復）

豪⾬による被害

事業量
イメージ

③ 新技術導⼊等の新た
な挑戦

豪⾬による被害

ⅠⅡⅢ
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災害等への対応

○ 有明海再⽣加速化対策はメニューを組み合わせて事業を実施。



九州農政局

関係４県

４県漁連（漁協）※１

（事業実施主体／交付事業者）

交付

・ 個別取組等の調整
・ 交付金の申請等の手続

交付金の申請等の手続

有
明
海
漁
場
環
境
改
善
連
絡
協
議
会

実施状況、全体事
業計画等の報告

※１ 福岡有明海漁連、佐賀県有明海漁協、長
崎県漁連、熊本県漁連。

※２ 地先漁協等。

漁業団体等※２

（事業実施主体）

交付

２－２ 実施体制（案）
〇 県は、漁業団体等と連携して、全体事業計画等を作成。
〇 県が確認の上、交付申請等を⼿続き。交付は九州農政局から４県漁連への直接交付。
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２－３ 初年度（令和７年度）の事業着⼿に向けた検討
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⽬指すべき姿（設定済）

⽬指すべき姿に向けた道筋等の検討

令和７年３⽉ 有明海漁場環境改善連絡協議会

全体事業計画の策定

○ ⽬指すべき姿に向けた道筋や成果指標をこれまでの科学的な知⾒も踏まえ検討。
○ ⽬指すべき姿に向けた具体的な取組内容を検討。
○ 具体的な取組内容をまとめた10年間の全体事業計画（県別）を策定。

令和７年４⽉以降 事業着⼿

国や県の調査等による知⾒に基づき検討
※ 成果指標は、主要⼆枚⾙類の浮遊幼⽣や資

源量等を設定する⽅向で検討

全体事業計画の報告等

〜令和７年３⽉ 事業着⼿に向けた検討

EBPMによるロジックモデルの検討

事業メニューを組み合わせ、
具体的な取組内容を検討

道筋や成果指標の設定



・ 全体事業計画の報告
・ 取組内容、取組状況の報告
・ 複数県が協調して⾏う取組に係る意⾒交換 等

全体事業計画

種苗⽣産施設の
モデル整備

種苗放流 IoTシステムの導⼊

有明海漁場環境改善連絡協議会

複数県が協調して⾏う取組例

（１）○○県の取組⽅針
（２－１）年度別事業量（有明海再⽣加速化対策）

○ 加速化対策期間中の取組内容、年度別事業量等を全体
事業計画として整理。

（２－２）年度別事業量（関連対策）

（３）成果⽬標

報告

効果発現の確認

事業実施
随時⾒直し

①
②
③
①
②
③
①
②
①
②

(4) きめ細やかな漁場環境整備 カキ礁・藻場造成（再⽣）
海底耕うん、覆砂、作澪、浚渫、増殖場整備等

(3) 早期復旧対応⽀援 漂流物等回収や災害復旧開始までの機動的対応
養殖施設等の機動的補修

(2) ⾷害防⽌対策
被覆網等の設置・管理
⾷害⽣物の駆除
密漁防⽌の監視活動

⼆枚⾙類の移植放流

1
漁場環境改善や⽔産
資源確保の加速化

(1) ⼆枚⾙類の採苗・移植
⼆枚⾙類の採苗・育成器の設置・管理

⼆枚⾙類の採苗・移植に係る条件整備

⼤括りの活動項⽬ 活動項⽬区分 活動内容  年度別事業費
R７ R８

1 ○○○○ ・・・・
2 ●●●●
3 △△△△
4 ▲▲▲▲
5 ◇◇◇◇

合 計（事業費）
・・・・
・・・・
・・・・
・・・・

No. 事業名 取組内容
R７ R８

２－４ 有明海漁場環境改善連絡協議会の活⽤

○ 有明海漁場環境改善連絡協議会において、取組状況や全体事業計画等を報告。
○ 全体事業計画は、取組状況等を踏まえて⾒直し。
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